特定施設入居者生活介護 応募要件に関するチェック表

法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申込者（来庁者）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応募要件（公募要項より抜粋）
　　次の要件をすべて満たしています。　　　　※確認のうえ、□にチェックをいれてください。
□応募時点で法人格を既に有していること。

□介護保険法第70条第2項各号及び同法第１１５条の２第２項各号に該当しないこと。

□法人の役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は越谷市暴力団排除条例（平成２５年条例第１４号）第３条第２項に規定する暴力団関係者でないこと。

□都市計画法、建築基準法、消防法、介護保険法、老人福祉法等の関係法令を遵守し、関係法令に基づく基準等を満たす計画であること。

□原則、「越谷市有料老人ホーム設置運営指導指針」に適合していること。

提出書類の「越谷市有料老人ホーム設置運営指導指針適合表」で、○以外となる項目については、コメント欄に説明を記載すること。

□法人税等を滞納していないこと。

□会社更生法、民事再生法等により更生又は再生手続きを行っている法人でないこと。

□過去に所轄庁の監査等において法人運営・施設運営等に関して重大な問題等を起こしていないこと。

□応募する法人自らが開設し、指定を受けるものであること。

□新設の場合、計画地については、用地が確実に確保できるとともに、法令等に基づき必要な許認可等が得られる用地であること。既存の場合、関係法令を遵守しており、法令違反がないこと。

□新設で借地・借家の場合、所有者と十分な協議を行い、賃貸に関する基本的合意を得ていること。選定後に、事業の安定的な運営に必要な期間の賃貸借の契約書等を提出すること。また、既存の場合も所有者と十分な協議を行い、事業の安定的な運営に必要な賃貸借等の契約書を提出すること。

□土地・建物については、本事業計画以外の目的による抵当権や、事業所存続の支障となり得るような権利設定がないこと。なお、抵当権等の権利設定がある場合、事業開始までにその権利の抹消が確実であること。　　
□新設の場合、住民説明会等を開催し、近隣住民に対し十分な説明をし、理解が得られていること。既存の場合、住民説明会等までは求めないが、地域の自治会等の代表者に十分な説明をし、理解が得られていること。

□施設建設、設備準備及び事業運営に必要な資金が十分にあり、長期継続して健全で安定したサービスの提供ができること。

□介護を必要とする高齢者や認知症高齢者の様々なニーズにきめ細かく応えることができる能力、意欲を有していること。

□第８期計画期間中に整備ができること。

□応募できる計画は、１法人につき１件とする。
上記について、相違ありません。

【様式0】








